
年度

１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要

令和4年4月版

事 業 の 概 要

敷 地 面 積

用
途
別
内
訳

事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

分 類 番 号

産業分類名

業
種
等

2022

指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別

事業所
の種類

主たる用途

建 物 の 延 べ 面 積
（熱供給事業所にあっては熱供給先面積）

事 務 所

情 報 通 信

放 送 局

商 業

宿 泊

教 育

指定地球温暖化対策事業者

特定テナント等事業者

㎡

㎡

医 療

文 化

物 流

駐 車 場

基準年度

情報通信設備及び事務所として、当該ビルを所有・管理している
・平成１２年９月２９日新築
・地上２７階、地下３階、１，６３０人程が就業
・１５～２５階に通信機械室、１～３階に飲食店、地下３～地下１階に駐車場、
　その他事務所

6,273.19

基準年度

前年度末 7,061.17

前年度末工場その他上記以外

前年度末 ㎡

前年度末 ㎡

前年度末 ㎡

基準年度

株式会社NTTドコモ

前年度末

ドコモ・サポート株式会社

㎡

基準年度

24,329.72

㎡前年度末 ㎡

事務所

㎡

㎡

基準年度㎡

基準年度

㎡ 基準年度

1,978.29 ㎡ 基準年度

㎡ 基準年度

㎡

基準年度

地球温暖化対策計画書

事業の
業　種

氏名（法人にあっては名称）

通信業

ドコモ0876ビル

渋谷区

G_情報通信業 通信業G37

㎡

前年度末

前年度末

㎡

前年度末 ㎡ 基準年度 ㎡

51,121.56

17,752.38

㎡

㎡

前年度末

前年度末

㎡

㎡ 基準年度 7,061.17 ㎡

㎡

51,121.56

24,329.72

17,752.38

1,978.29



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

2009

冊 子

そ の 他

事 業 所 の 使 用 開 始 年 月 日 2000 9

閲覧可能時間

冊子名：

所在地：窓 口 で 閲 覧

指定地球温暖化対策事業所 年度

特定地球温暖化対策事業所

【2030年 カーボンニュートラル宣言】
気候変動におけるさらなる取組みとして、2021年9月に自社の事業活動での温室効果ガス排出量を2030年までに
実質ゼロにする「2030年カーボンニュートラル宣言」を発表しました。また、自社のみならず、お客さま・
パートナー企業とともに社会全体のカーボンニュートラルに貢献するために、「あなたと環境を変えてい
く。」というスローガンを掲げ、カーボンニュートラルに向けた取組み「カボニュー®」を開始しました。
詳細については、ドコモHP　サステナビリティレポートにて紹介しております。
https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/csr/index.html

閲覧場所：

年度

入手方法：

NTTグループは、NTTグループ環境エネルギービジョン(2020年5月制定)に基づき、環境保全の取組みを行ってい
ます。
【基本方針】
私たちNTTグループは、ありのままの自然を未来につなぎ、人と自然が共生した新しい豊かさの創造に貢献して
いきます。そのために、事業活動による環境負荷の削減と技術・イノベーションの創出により、環境問題の解
決と経済発展の両立を図っていきます。
【行動指針】
1. 温室効果ガスの削減　2.  資源循環の取組み　3. 生態系保全の取組み　4. 法規制の遵守と社会的責任の遂
行
5. 環境マネジメントシステムの確立と維持　6. ステークホルダー・エンゲージメント

公表方法

https://www.nttdocomo.co.jp/アドレス：

29

ホームページで公表

2009

アドレス：

計 画 の
担当部署

株式会社NTTドコモ　経営企画部　サステナビリティ推進室　

03-5156-1111（代表）

公 表 の
担当部署

名 称

名 称 株式会社NTTドコモ　経営企画部　サステナビリティ推進室　

03-5156-1111（代表）電 話 番 号 等

電 話 番 号 等



４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

年度

2023 2024年度 年度2021 2022

16,333

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

2024

2025 2029年度から

年度から

再生可能エネルギーや高効率空調機器の採用、省エネルギー型サーバーへの
更新などにより、総量削減義務（27％見込み）以上の削減をめざす。

2020 年度まで

ｔ（二酸化炭素
換算）

基 準 排 出 量

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

当事業所から排出される特定温室効果ガス以外のガス（その他ガス）は、水
道の使用及び下水道への排水に伴う二酸化炭素の排出が対象となる。
前計画期間と同様に引き続き節水を推進していく。

96,945

年度まで

27%

Ⅰ－１
ｔ（二酸化炭素
換算）/年

26,560

排 出 上 限 量
(削減義務期間合計)

削減義務
率の区分

平均削減
義 務 率

年度年度2020

16,354

年度年度 年度2022 2023 2024年度 2021

337.6 319.5

2020

六 ふ っ 化 い お う
（ SF6 ）

上 水 ・ 下 水 21

合 計

延 べ 面 積 当 た り
特 定 温 室 効 果 ガ ス
年 度 排 出 量

17,274

そ
の
他
ガ
ス

17

ﾊ ﾟ ｰ ﾌ ﾙ ｵ ﾛ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ
（ PFC ）

非エネルギー起源
二酸化炭素（CO2）

三 ふ っ 化 窒 素
（ NF3 ）

計 画
期 間

削 減
目 標

削 減
義 務
の

概 要

特 定 温 室
効 果 ガ ス

メ タ ン
（ CH4 ）
一 酸 化 二 窒 素
（ N2O ）

ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵ ﾛｶ ｰﾎ ﾞﾝ
（ HFC ）

特定温室効果ガス
（エネルギー起源CO2）

計 画
期 間

特 定 温 室
効 果 ガ ス

削 減
目 標

再生可能エネルギーや高効率空調機器の採用、省エネルギー型サーバーへの
更新などにより、排出総量の削減をめざす。

年度

現在の削減計画期間と同様に引き続き節水を推進していく。

17,257



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　前年度と比較したときの特定温室効果ガスの排出量に係る増減要因の分析

削 減 義 務 量
(D＝Σ (A× B))

排 出 上 限 量
（C＝ΣA-D）

2006年度、2007年度

2024 年度前削減計画期間 2023 年度

○

2020 年度 2021 年度 2022 年度

35,855

96,945

基 準 排 出 量
(A)

削 減 義 務 率
(B)

2021

2024

2022 年度

Ⅰ－１

算定方法：（

変 更 年 度

年度

決
定
及
び
予
定
の
量

26,560 26,560

27.00%

2024 年度

過去の実績排出量の
平 均 値

排 出 標 準 原 単 位 を
用 い る 方 法

そ の 他

特 に 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

年度から

極 め て 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

削減義務率の区分

基準年度：（

2020 2021

2020 年度まで

年度

27.00%

2020 年度
削 減 義 務
期 間 合 計

2023 年度 2024 年度年度

19,5309,303

33,590

26,560

27.00%

132,800

27.00%

26,56026,560

年度 2022 年度 2023

27.00%

具体的な増減要因
高効率の電源・空調装置の導入によって電力変換効率の向上を図ることで電力使用量
の削減に向けた取組みを推進している。加えて旧設備の撤去、更改による集約により
前年度に比べ電力使用量が減少した。

増 減 要 因
削 減 対 策 床 面 積 の 増 減 用 途 変 更

設 備 の 増 減 そ の 他

排 出 削 減 量
（F＝A - E）

実
績

特定温室効果
ガス排出量(E)

10,227

17,257 16,333



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

1 120300 12_運転管理及び効率管理 熱源不要期間の熱源機器等停止 2011年度より実施

2 130100 13_空気調和の管理 居室の室内温度の適正化 2011年度より実施

3 130100 13_空気調和の管理 冬季におけるペリメータ設定温度の適正化 2011年度より実施

4 130100 13_空気調和の管理
空調運転時間の短縮に関する啓発活動の実
施

2011年度より実施

5 130200
13_空気調和設備の効率管
理

余裕空調機の停止 2014年度

6 150100 15_受変電設備の管理 整流装置の高効率化 2015年度より実施

7 150200 15_照明設備の運用管理
照明の消灯が可能な室の消灯に関する啓発
活動・巡回点検の実施

2011年度より実施

8 130200
13_空気調和設備の効率管
理

通信用空調装置の屋外機洗浄 2015年度より実施

9

10

11

12

13

14

15

16

備 考
対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称
備 考

対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期

17

18

19

20

　　（再生可能エネルギーの設備導入及び利用の状況）

71

72

73

【その他ガス排出量の削減の計画及び実施の状況（その他ガス削減量を特定温室効果ガスの削減義務に充当する場合のみ記載）】

81

82

83

【排出量取引の計画及び実施の状況】

91 180100 18_排出量取引 排出量取引 2024年度

92

93



８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）
【サステナビリティ方針】
ドコモはこれまでもこれからも社会的責任を果たし世界をよりよく変えていきます。
あらゆるステークホルダーのみなさまとともに力をあわせ事業を通じて様々な社会課題の解決、新しい価値の提供に取り組み
誰一人取り残さないサステナブルな社会の創造に貢献します。

「環境」・・・事業活動による環境への負荷を低減し、脱炭素、資源循環型社会の実現、
　　　　　　　生物多様性／生態系保全に取り組み、お客さまとともに環境保全に貢献します。
「社会」・・・研究開発・サービス創出により新たな価値の提供と社会課題の解決に取り組むとともに、
　　　　　　　より豊かで安心・安全でレジリエントな社会の実現に貢献します。
「人材」・・・新しい働き方、多様性を推進するとともに、個人の能力開発・活用と健康経営に努め、
　　　　　　　社員のみならずすべての人のWell-beingの最大化に貢献します。
「公正」・・・人権尊重をはじめとした倫理観を自らも高め、ビジネスパートナーとも共有するとともに、
　　　　　　　公正な事業活動を推進します。

【Green Action Plan】
ドコモグループは、みなさまとともに自然と共生している未来の実現にむけ社会全体の持続的な発展と地球環境保全に貢献す
るアクションを実施します。

1. 通信ネットワークの省電力化、再生可能エネルギーの利用拡大、カーボンニュートラルに貢献する製品・サービス提供等に
より、
　 温室効果ガス削減に取り組みます。
2. 製品・サービスの調達から廃棄に至るまでのライフサイクル全体を通じて、資源を有効利用する取組みを推進します。
3. 事業活動及び社員活動を通して、自然に寄り添い、生態系保全に関する取組みを推進します。

■脱炭素社会の実現
　・CO2排出量削減に寄与する技術の開発・導入と サービス・ソリューションの提供
　・再生可能エネルギーの導入推進（再エネ指定の非化石証書購入含む）
　・一般車両のEV化及び車両台数の見直し（ガソリン車の廃止促進）
　・ネットワーク消費電力を削減する技術の開発・設備の導入
　・2030年カーボンニュートラル宣言の推進
■資源循環型社会の実現
　・3R活動の推進
　・携帯端末回収の促進
■生物多様性・生態系の保全
　・森林保全などの生態系保全活動の実施
　・社員教育の推進

【主な取り組み】
       ●ユビキタスモジュール導入推進によるCO2削減への貢献

       ●インテリジェント空調の導入による消費電力量抑制
      ●低消費電力装置の積極的な導入、および装置更改タイミングでの導入

         ●省エネ効果の高い装置開発の推進
     ●安全で環境負荷の少ない原材料、部品、製品を調達するグリーン調達の推進

         ●SBT 1.5℃目標の認定を取得
      ●廃棄物発生量の削減とリユース・リサイクルの積極的な推進

  ●社内Web会議システム、ＰＣ、タブレットを活用したペーパーレス会議の推進によるオフィス紙使用量削減
●スマートフォンの筐体で使用されるプラスチックの削減に向け、環境に配慮した素材を積極的に推進

   ●端末の回収・リサイクルを行い中古スマートフォンの取扱いを開始
     ●「ドコモの森」での森林整備活動による自然環境保護や生物多様性の保全への貢献

●ドコモショップでの「木育」の取組み　※木育：全ての人が「木とふれあい、木に学び、木と生きる」取組
●ドコモショップおよび自社ビルへのLED照明およびソーラーパネルの導入推進

  ●「ITC分野におけるエコロジーガイドライン」による効果的な環境負荷低減の推進
 ●環境法規制の順守

再エネの導入・利用に関する取組みについて
【カーボンニュートラル宣言】
(1)自社における取組み
　 ①ネットワーク省電力化　②再生可能エネルギー導入　③排出削減や省電力化につながる研究開発
　 （オフサイトPPAの設置、グリーン基地局の建設、社有車の100%EV化）
(2)バリューチェーンにおける取り組み
　 ①ドコモショップのグリーン電力化　②サプライチェーンの温室効果ガス排出量を削減
(3)お客さま・パートナーのみなさまとの取り組み
　 ①再生可能エネルギーを活用したサービスなどの展開（グリーン5G、ドコモでんきGreen）
　 ②ドコモでんきでのグリーン電力の提供　③環境に配慮したサービスなどの提供　④カボニュー・コミュニティサイトの提
供

詳細については、ドコモHP　サステナビリティレポートにて紹介しております。
https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/csr/index.html


